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１．はじめに 

 

 センサ、無線通信機能、さらにはマイクロプロセッ

サを搭載した小型端末(センサノード)が街のあちこち

に設置され、周辺環境の情報を収集、伝送することに

よって、私達の生活を「見えないところから支えてく

れる社会（いわゆる「ユビキタス情報化社会」）」が

到来しつつある [1] 。 

 「ユビキタス情報化社会」のネットワークシステム

を支えるセンサノードは、測定の目的に合わせて、設

置、移動、除去が繰り返される[2]。測定の目的によっ

ては、断崖、砂漠など、通信線や電力線などの社会的

インフラが無い場所にもセンサノードは設置される 

[3]。このような場所では、センサノードはバッテリー

と無線通信機能を利用して基地局やネットワークとア

クセスすることができる [2]。 

 通信がワイヤレス化され、設置場所などに束縛を受

けなくなる一方、電力供給に関しては自立化(ワイヤレ

ス化)されているとは言い難い状況にある。これまで、

センサノードを駆動する電力源としては、初期には家

庭用電源がケーブルを介して供給されてきた。モバイ

ル利用されるセンサノードの場合、乾電池やボタン電

池などの一次電池や、ニッケル水素電池やリチウムイ

オン電池などの充電可能な二次電池が利用されてきた。 

 駆動電力源として電池を用いた場合、電力線の束縛

からは解き放たれるが、電池の交換、充電、廃棄など

の作業によって、人の手間がかかることに変わりない。

この問題の解決策として、一部のセンサノードには太

陽電池が搭載され自立型センサノードとして運用され

ている[4]。文献[4]では、主として屋外での環境デー

タ収集の実例が述べられている。太陽電池の特性のた

め、薄暗い所蔵庫内の物品管理など、屋内に設置され

るセンサノード向けの駆動電力源としては使い難い。

ケーブルから解き放たれ、人の手間をかけずに自立的

に運用できるセンサノード向けの電力源の開発が望ま

れている。 

 センサノード向けの自立型電力源として、太陽電池

の他に内蔵型発電機構の搭載 [5]、外部からのワイヤ

レスによる電力供給(ワイヤレス給電)が検討されてい

る。ワイヤレス給電技術はマイクロ波、超音波などを

伝送媒体として電力を供給する方法であり、ペースメ

ーカの駆動や携帯電話の充電など、小型電子機器向け

に電力を供給した例が報告されている[6]- [9]。これ

までのワイヤレス給電の研究は伝送電力量の増大が主

な検討項目であり、伝送された電力の品質や受電側で

ある電子回路の動作への影響や、電子機器が電力源を
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持たないことの運用形態の変化などについては明確に

検討されてこなかった。 

 本稿では、駆動電力を超音波ワイヤレス給電とした

場合に、電子機器が受ける影響を検討した。ワイヤレ

スで供給された電力の品質や、電池などの安定した電

力源を持たないことが電子回路の動作に与える影響に

ついても述べ、対策について言及した。 

 

 

２． ワイヤレス給電とユビキタス情報化社会 

2-1. ワイヤレス給電の概要 

 超音波ワイヤレス給電は、超音波を伝送手段とした

ワイヤレスによる電力伝送システムである。ワイヤレ

スによるエネルギー伝送であれば、ケーブルを介すこ

となく電力を受電することができ、マイクロ波による

エネルギー伝送にみられるように、ある一定範囲内に

ある複数の電子機器に、同時に電力を送ることも可能

になる[10]。 

伝送手段としての超音波は指向性が強く、受信側に

エネルギーを収束させることによって比較的大きな電

力を電子機器に伝送することができる。また、生体へ

の影響や家庭内など一般の環境での利用という観点か

ら考えると、レーザ等に比べ取り扱いに規制がかから

ないことも挙げられる。これまで、超音波によるワイ

ヤレス給電はマイクロ波や電磁結合が適さない生体内

電子機器などの至近距離向けアプリケーションをター

ゲットとして検討が進められてきた [8]。 

 図１に、超音波を伝送手段とした電力伝送システム

のブロック図を示す。超音波による伝送システムは、

送電部と受電部から構成される。送電部はパルスジェ

ネレータ－アンプ－超音波トランスデューサから構成

される。パルスジェネレータで、交流電圧パルスを発

生させる。発生した交流電圧パルスはアンプにより増

幅、超音波トランスデューサに印加され、超音波が発

生する。受電部は超音波トランスデューサ－整流・蓄

積回路－負荷（電子回路）から構成され、受信した超

音波を直流電力に変換、負荷に供給する。 

 

 

 

 

図１．超音波ワイヤレス給電システム 

 

2-2.ユビキタス情報化社会でのワイヤレス給電の適用 

 ユビキタスコンピューティングが実現した社会では、

コンピュータがあらゆるところに遍在することが要請

される。通信や給電といった要素技術も、コンピュー

タの自立性を支えるもので無ければならない。文献[5]

などを参考に、電源のユビキタス化に必要な要件を、

以下に示す。 

①必要な電力を賄うことができる。 

②設置や移動の自由を妨げない。 

③長期間の利用に耐える。 

 これまでの給電技術において、電源のユビキタス化

は要請されているものの[5], [11]、野外のノード向け

の太陽電池の利用を除き実現しておらず、コンピュー

タの遍在化を妨げている。 

 文献[6]-[9]で述べられたワイヤレス給電では、送電

線を張らずに、機器の駆動に充分な電力を伝送できる

ことが報告されている[6], [9]。ユビキタス電子機器

にとって、設置や移動の自由が確保されていることを

意味する。そうしたことから、ワイヤレス給電は将来

のユビキタス電子機器に利用される可能性を有した技

術ということができる。 

 

 

３．実験方法 

 超音波ワイヤレス給電によって、電力を空間上で伝

送、伝送特性を評価した。負荷回路に電力を供給した

場合の伝送電力の安定性と電子回路への影響も検討し

た（図１）。 

 実験では、送電用超音波トランスデューサと受電用

超音波トランスデューサ(図２)を同一軸線上で対向さ

せ、超音波を伝送した。電力の伝送特性は、受電側の

出力端に負荷抵抗を接続し、電圧値により評価した。

送電特性を評価するため、実験の一部で送電、受電ト

ランスデューサにホーンを使用した。 

 

 

 
図２．電力伝送実験で使用したトランスデューサ 

 



 送電用超音波トランスデューサは、日本セラミック

製の直径：３６ｍｍの防滴型の超音波トランスデュー

サを使用した。受電用超音波トランスデューサは、開

放型の直径１６ｍｍの市販品を使用した。周波数は、

28 kHzを使用した。送電側と受電側の同一軸線上にお
いて、距離0.3ｍの位置での測定を標準条件とし、距離
や印加電圧を変えて測定した。 

電力の送電部はパルスジェネレータ－アンプ－超音

波トランスデューサから構成される。パルスジェネレ

ータでは、交流電圧パルスを発生させ、アンプにより

増幅、超音波トランスデューサに印加した。パルスジ

ェネレータとしてNF回路WF1944、アンプとしてＮ
Ｆ回路 4005 を使用し、パルスジェネレータの出力を
10～120倍に増幅した。パルスとして、28kHzの矩形
波を用いた。 
電力の受電部は超音波トランスデューサ－整流・蓄積

回路－負荷から構成され、受信した超音波を直流電力

に変換し、負荷に供給する。超音波トランスデューサ

の出力端に倍電圧整流回路を接続した。なお、整流回

路を構成するダイオードはVf = 0.2 Vのショットキー
型を使用し、回路の低損失化に努めた。 
出力端の負荷として、個々の電子機器の特性の影響

を避けるため、抵抗を装着した。抵抗値は整合を確保

するため、100 kΩなどの複数種類の抵抗値のものを
用いた。 
 

４．結果と考察 

図３に、受信側トランスデューサでの出力電圧の印

加電圧依存性を示す。受信端での出力電圧は、超音波

を全波整流回路により直流変換して測定した。送信側

／受信側のホーンを装着／非装着の場合に分けておこ

なった。Tは送電側、Rは受電側を、Yはホーン装着、

Nはホーン非装着の状態である。送電側トランスデュ

ーサへの印加電圧の増加にともない、受信側出力電圧

が増加したことが示された。 
 

図３．駆動電圧による周波数変化 

図４に、距離を変えた時の受信側での電力を示す。

負荷として、100 kΩの抵抗を用いた。図より、電力は

距離の増加にともない減少するが、距離 1mでは数μ
Ｗ程度(入力電圧40Vpp)のエネルギーを伝送できた。入
力電圧を高めることにより、距離として 2mまでのエ
ネルギー伝送を確認した。 
 

 

 

図４．駆動電圧による周波数変化 

 

 

図３、４より超音波によるワイヤレスのエネルギー

伝送では、伝送される電力は送信側トランスデューサ

の印加電圧や伝送距離によって定まることが示される。 

ワイヤレス給電の特徴のひとつに、電池を置き換え

られることを既述したが、長時間連続して電力を伝送

した場合の電力の伝送特性を検討した。図５に、負荷

端での出力電圧特性を示す。電力伝送用の超音波トラ

ンスデューサを連続して発振させた。実験結果から、

10分間の連続した電力供給後も、一定の電圧で電力供

給を続けることができた。比較のため、図６にアルカ

リ乾電池の放電特性を示す[12]。 

 

 

 

図５．超音波給電による出力電圧の時間特性 

 



 ワイヤレス給電においては、送電側と受電側の位置

関係などの伝送条件が変わらない限り、一定の電圧で

電力を送ることができる。一方、乾電池の放電特性は、

長時間の使用にともない電池電圧は1.5Vから0.9V程度

まで連続的に降下する。ワイヤレス給電により駆動さ

れる電子機器は、乾電池等に見られる電圧降下の影響

を受けない。 

 

図６．アルカリ乾電池の長時間放電特性 [12] 

 

 図５のグラフより、一定時間の電力伝送特性は安定

しているものの、細かな電圧変動が見られた。１分間

の比較的短い時間での受電側での出力電圧の変動を評

価した。本実験では、定電圧回路を整流回路と負荷回

路の間に挿入し、出力電圧の安定化への効果を検討し

た。定電圧回路の構成には、定電圧ダイオード、コン

デンサ、抵抗を使用した。超音波トランスデューサと

負荷回路の整合を確保するため、抵抗には可変抵抗を

使用した。 

 図７に、定電圧回路を挿入した場合／しない場合の

電圧の変動を示す。本実験での出力端での電圧は2.5 V

とした。 

 

  

図７．出力電圧変動と定電圧回路挿入の効果 

 

 

定電圧回路を挿入しない場合の電圧変動幅は、0.02

～0.07V程度(最大2.8 %)の範囲に収まった。定電圧回

路を挿入した場合の電圧変動幅は0.05V程度と、一定の

変動幅を示した。本検討では、整合性の確保を優先し

たため、定電圧回路で使用したコンデンサが0.1μFと

小容量のものであった。そのため、電圧安定化の効果

は見えにくいものとなった。電子回路の電源電圧が2.5

～3.3 Vであることを考慮すると、超音波ワイヤレス給

電では、充分に安定した電力を供給することができる。 

これまでの検討では、送電側トランスデューサと受

電側トランスデューサを中心軸上に配置、正対した状

態で実験を行ってきた。しかし、こうした伝送条件は

理想的なものであり、実際の電力伝送では必ずしも理

想的な状態で送受電がおこなえるとは限らない。 
図８に、受電側トランスデューサが中心軸から外れ

た場合の出力電圧特性を示した。市販トランスデュー

サによる出力結果である。R:Yは受信側トランスデュ
ーサにホーンを装着した場合、R:Nはホーンを非装着
した場合を示す。送信側にはホーンを装着し、超音波

を集束して伝送した。 
 

図８.中心軸から受電側がずれた出力電圧特性 

 

測定結果は、中心軸から離れることにより出力電圧

が減少することを示した。また、ホーンを装着するこ

とで、中心軸上での電圧増加が見られるのに対し、中

心軸から離れるに従い出力電圧は減少を示した。ホー

ンを用いることにより、伝送効率の向上が図れるが、

対象となる受信側トランスデューサの位置が明確に規

定されていない場合は、ホーンを用いずに中心軸上か

ら離れた場合を想定して伝送する利用法もあり得る。 

 乾電池に替わる電力供給手段としてワイヤレス給電

を位置付けた場合、伝送電力の変動を乾電池の電圧降

下程度に抑えることが望ましい。図８より、実際の給

電環境では、送電―受電側の位置関係の変化によって

伝送される電力が変化することが予想される。このよ



うな場合、二次電池または大容量のコンデンサをバッ

クアップ用の電源として使用することにより、伝送電

力の変化を抑えることができる。特に、ワイヤレス給

電では、連続的に電力を供給することが可能である。

この特性を利用すると、通常時には二次電池（大容量

コンデンサ）を充電し、送電―受電側の位置関係が変

化して伝送電力が急減した場合は、バックアップ用の

電源から電力を負荷である電子機器に供給することで、

電力の安定な供給を期待することができる。 

 

 

５．まとめ 

 ワイヤレス給電を電力源とした場合の電子機器に与

える影響を検討するため、超音波ワイヤレス給電によ

り電子回路を駆動、給電特性を検討した。 

 超音波ワイヤレス給電による電力供給では、負荷で

ある電子機器を駆動するに足る電力を供給することが

できた。供給される電力も、10分間にわたる伝送でも

電圧の低下は起こさず、乾電池を置き換えることので

きる給電特性を示した。 

 超音波ワイヤレス給電では、送電側トランスデュー

サと受電側トランスデューサの位置関係が変化、伝送

電力が低下することが考えられる。こうした場合、二

次電池または大容量のコンデンサをバックアップ用の

電源として通常時には充電しておき、伝送電力が急減

した場合は、バックアップ用の電源から電力を負荷で

ある電子機器に供給することで、ワイヤレス給電であ

っても電力を安定に供給することができる。 
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